
【お知らせ】ＲＦＩ公告 

 

情報提供依頼について 

 

防衛省は民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法

律第１１７号）に基づき、民間船舶の運航・管理事業（以下「現行事業」という。）を実施す

る民間事業者を選定し、平成２８年から当該民間事業者が事業を実施しています。 

現在、防衛省では現行事業が終了した後の事業（以下「次期事業」という。）に係る検討を

進めており、次期事業に関連する知見・能力を有する民間事業者に対して、下記の要領で情

報提供を求めますので、ご協力をお願いいたします。 

 

令和４年８月２９日 

 

      防衛省統合幕僚監部首席後方補給官 

 

記 

 

１ 情報提供依頼の目的 

本依頼は、次期事業をＰＦＩ方式等により実施する場合の事業条件等の検討に当たって、 

次期事業に関連する知見・能力を有すると考えられる民間事業者から当該検討に資する情 

報を幅広く収集することにより、次期事業を確実かつ円滑に進めることを目的とする。 

 

２ 情報提供を求める項目 

５の提示書類を参考とし、次の事項について情報提供を求める。なお、情報提供依頼の 

詳細な内容については、５に示す情報要求書で提示する。 

（１）次期事業の事業スキームについて 

（２）次期事業に活用可能な候補船舶について 

（３）次期事業における船舶の運航・管理及び船員の確保等について 

 

３ 情報提供を希望する企業に求める要件 

情報提供を希望する企業には、以下の（１）（２）（３）の要件をすべて満足することを 

求める。 

（１）総トン数４００トン以上の船舶を用いた日本国内の内航輸送（旅客又は貨物）に関し 

て以下のいずれかの実績を有する企業 

ア 船舶運航業務の実績（自ら所有する船舶又は他者が所有する船舶の運航実績） 

イ 第1種船舶管理事業者として船舶の保守・運行管理や船員雇用・配乗等の業務を行 

った実績 

ウ 自社以外の船舶運航業者が行う運送を利用して海上運送を行った実績 

エ ア又はウの実績を有する事業者と連携して海上輸送に関する調整を行った実績 

（２）防衛省が取り扱い上の注意を要する文書等の開示について適当であると認める企業 

（３）現時点において、次期事業への参加意欲を有している企業 

 

４ 情報提供に係る意思の確認 

情報提供に応じる企業は、令和４年９月２２日（木）１７時までに、情報提供意思表明書 

（別紙第１）を８の担当窓口に提出すること（メールで提出する場合はＰＤＦ形式とする）。 

また、併せて、３（１）の要件を確認できる書類を添付すること。 



 

５ 提示書類 

情報提供意思表明書を提出した企業のうち、３の要件を満たしていることを防衛省が確 

認した企業（以下「情報提供企業」という。）に対して、次期事業等に関する補足情報を含 

む情報要求書を提示する。 

なお、情報要求書には取り扱い上の注意を要する文書等が含まれるため、提示を受ける 

にあたり、情報の保全に関する誓約書（別紙第２）を提出すること（メールで提出する場 

合はＰＤＦ形式とする）。 

 

６ 情報提供書の提出 

（１）情報提供書の作成 

   情報提供企業は、情報要求書で求められる事項に対する回答文書（以下「情報提供書」 

という。）を作成し、令和４年９月３０日（金）１７時までに、郵送又は持参により、担 

当窓口に提出すること。 

（２）情報提供書の様式等 

情報提供書は、原則Ａ４サイズ（縦横自由。必要に応じてＡ３判折り込み可）とし、紙 

媒体１部及び電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ）１部を提出すること。なお、電磁的記録媒体に 

記録するデータについては、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅ形式又はＰＤＦ形式と 

すること。 

（３）ヒアリング等の実施 

情報提供書を提出した企業に対して、情報提供書の記載内容の確認等を目的としたヒ 

アリングを実施する場合がある。ヒアリングの具体的な日時等は、ヒアリング対象とな 

った企業と個別に調整する。 

 

７ 留意事項 

（１）情報提供書は返却しない。 

（２）情報提供書の作成に必要な一切の費用は、情報提供企業の負担とする。 

（３）情報提供企業から提出された情報書は原則、非公表とする。ただし、「行政機関の保有

する情報の公開に関する法律」（平成１１年法律第４２号）に基づく開示請求等があった

場合、情報提供企業と協議のうえ、情報提供企業の利益が著しく阻害されると認められ

る内容以外の内容は開示する場合がある。 

（４）情報提供書の内容を、防衛省における検討資料の作成に活用する場合があることをあ

らかじめ了承した上で、情報提供書を提出すること。 

（５）情報提供書の内容は、次期事業において民間事業者を選定する際に求める事業提案書

の内容又は入札価格を拘束するものではない。 

（６）情報提供書の提出をもって将来の契約を約束するものではない。また、情報提供書を

提出しないことをもって、将来の契約において何ら不利益を与えるものではない。 

（７）本依頼の期限によらず、提示書類の変更又は追加の際に、継続して協力を依頼する場

合がある。 

（８）当該情報提供依頼を通じて収集した情報の整理及び６（３）のヒアリングは、防衛省

及び防衛省発注業務である「「民間船舶の運航・管理事業」の次期事業に関する調査研究

役務」の受託企業が実施する。 

 

 

 

 



 

８ 担当窓口 

防衛省統合幕僚監部首席後方補給官付後方補給室 

担 当：林 

住 所：〒１６２－９９０３ 

東京都新宿区市谷本村町５番１号 （Ａ棟１４階） 

電 話：０３－３２６８－３１１１ 

内 線：３０４５４ 

ＦＡＸ：（内線）３０４１９ 

E-mail：j4hayashi@ext.js.mod.go.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙第１ 

 

 

防衛省統合幕僚監部 

首席後方補給官  殿 

 

 

情報提供意思表明書 

 

 

所 在 地    

企 業 名    

代表者氏名 

 

 

「情報提供依頼について」（令和４年８月２９日 防衛省統合幕僚監部首席後方補給官）

に記載された事項を承諾の上、情報提供に応じます。 

 

 

担 当 者 氏 名  

所 属 部 署  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ  

メールアドレス  

本事業で想定する

貴社の関与形態 

（現時点で記載可

能であれば記載） 

 

 

※ 本文書の押印を省略する場合は、責任者及び担当者の部署、役職名、氏名、連絡先（電

話番号、Ｅ－ｍａｉｌ）を以下に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙第２ 

 

 

防衛省統合幕僚監部 

首席後方補給官  殿 

 

 

情報の保全に関する誓約書 

 

 

【情報提供企業名】（以下「当社」という。）は、「情報提供依頼について」（令和４年８月

２９日 防衛省統合幕僚監部首席後方補給官）に基づき貴省から提示を受ける情報要求書に

より当社に対して開示される取り扱い上の注意を要する文書等について、次のとおり誓約し

ます。 

 

１ 情報の漏洩等の事実があった場合は当社が一切の責任を負います。 

２ 貴省が指定する期日までに、全ての配布文書を返却します。 

３ 当社は、当社の従業員の故意又は過失により情報要求書が漏洩したときであっても、 

取り扱い上の責任を免れません。 

４ 当社は、情報要求書を当社の従業員で情報提供書の作成作業（以下「本作業」という。）

に関係のある者のみに供覧します。 

５ 当社は、本作業に関係のある者に対しても、本作業に必要な限度をこえて情報要求書を

供覧し、又は漏洩しません。 

６ 当社は、情報要求書の複製を行いません。 

７ 当社は、本作業に関係のない者をみだりに作業場所等の施設に立ち入らせ、又は近付か

せません。 

８ 本作業により情報要求書の内容を知り得た取扱者が離職した後も、知り得た情報は本誓

約書各項の規定と同様の管理体制により扱います。 

９ 貴省が必要と認めた時は、情報要求書の保全の状況に関する検査を受け入れ、又は必要

な指示に従います。 

10 当社は、情報の漏洩、紛失、破壊等が発生し、またそれらの疑い若しくは恐れがあった

ときは、適切な措置をとるとともに、その詳細を速やかに貴省へ報告します。 

 

 

令和４年  月  日 

 

所 在 地 

企 業 名 

代表者氏名 

 

 


